
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構譲渡線建設費等利子補給金繰入基準 

 

平成１５年１０月  １日機構規程第１２７号 

（改正  平成１６年１１月２４日機構規程第  ５６号） 

（改正  平成１７年  ３月  ２日機構規程第  ７０号） 

（改正  平成１８年  ２月  ９日機構規程第  ６１号） 

（改正  平成１９年  ３月  ５日機構規程第  ６９号） 

（改正  平成２０年  ３月  ６日機構規程第  ４７号） 

（改正  平成２１年  ３月  ６日機構規程第１１５号） 

（改正  平成２２年  ３月  ５日機構規程第  ５５号） 

（改正  平成２６年  ３月  ３日機構規程第  ４１号） 

（改正  平成２８年  ２月２６日機構規程第  ６６号） 

（改正  平成２８年  ６月１３日機構規程第  １２号） 

（改正  令和  ３年  ３月２５日機構規程第  ６８号） 

（改正  令和  ３年  ５月１２日機構規程第  １９号） 

（改正  令和  ５年  ３月２７日機構規程第  ５５号） 

（改正 令和  ７年  ４月１４日機構規程第  ６号） 

 

 

 

第１条 通 則 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第１７条第 

２項に基づき実施する譲渡線建設費等利子補給金（以下「補給金」という。）の繰り入れは、

法及び同法施行令（平成１５年政令第２９３号）並びに補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）に定

めるもののほか、この繰入基準の定めるところによる。 

 

第２条 目 的 

この繰入基準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」という。）

又は解散前の日本鉄道建設公団（以下「公団」という 。）が鉄道事業者に譲渡し、又は引渡

した譲渡線又は引渡し線の建設又は大改良の費用（別表１に掲げる線の費用を除く 。）にあ

てるため機構又は公団が発行した債券及び機構又は公団が借り入れた借入金に係る利子の一部

に相当する額を補給することを目的として国から交付を受け、助成勘定から建設勘定に繰り入

れる補給金について、補給の対象、補給金に係る申請、補給金の繰り入れその他の取扱いを定

め、もって補給金の適正かつ効率的な執行を図ることを目的とする。 

 

第３条  補給金の額 

補給金の額は、各社ごとに別表２又は別表３により計算した額の合計額とする。 

 

第４条  補給金の繰入申請 

機構の鉄道施設譲渡業務を掌理する副理事長は、建設勘定への補給金の繰り入れの申請をし

ようとするときは、別紙第１号様式による補給金繰入申請書に別紙第２号様式による補給金繰入

申請額算出の基礎を記した書面を添え、当該補給金の繰り入れを受けようとする会計年度の３月 

１５日までに機構の鉄道助成業務等を総括掌理する理事長に提出するものとする。 

 

 

 



第５条  補給金の繰入額の確定及び通知 

機構の鉄道助成業務等を総括掌理する理事長は、前条に定める補給金繰入申請の提出を受け

たときは、速やかに審査を行い、その内容が正当であると認めたときは、所要の手続きのうえ建

設勘定に繰り入れるべき補給金の額を確定し、補給金繰入額確定通知書（別紙第３号様式）によ

り、鉄道施設譲渡業務を掌理する副理事長に通知するものとする。 

 

 

附 則 

この繰入基準は、平成１５年１０月１日から施行する。 

 

附  則（平成１６年１１月２４日  機構規程第５６号） 

この繰入基準の一部改正は、平成１６年１１月２４日から施行し、平成１６年１１月１日か

ら適用する。 

 

附  則（平成１７年３月２日  機構規程第７０号） 

この繰入基準の一部改正は、平成１７年３月２日から施行し、平成１６年度の補給金から適

用する。 

 

附  則（平成１８年２月９日  機構規程第６１号） 

この繰入基準の一部改正は、平成１８年２月９日から施行し、平成１７年度の補給金から適

用する。 

 

附  則（平成１９年３月５日  機構規程第６９号） 

この繰入基準の一部改正は、平成１９年３月５日から施行し、平成１８年度の補給金から適

用する。 

 

附  則（平成２０年３月６日  機構規程第４７号） 

この繰入基準の一部改正は、平成２０年３月６日から施行し、平成１９年度の補給金から適

用する。 

 

附  則（平成２１年３月６日  機構規程第１１５号） 

この繰入基準の一部改正は、平成２１年３月６日から施行し、平成２０年度の補給金から適

用する。 

 

附  則（平成２２年３月５日  機構規程第５５号） 

この繰入基準の一部改正は、平成２２年３月５日から施行し、平成２１年度の補給金から適

用する。 

 

附  則（平成２６年３月３日  機構規程第４１号） 

この繰入基準の一部改正は、平成２６年３月３日から施行し、平成２５年度の補給金から適

用する。 

 

附  則（平成２８年２月２６日  機構規程第６６号） 

この繰入基準の一部改正は、平成２８年２月２６日から施行し、平成２７年度の補給金から

適用する。 



附  則（平成２８年６月１３日  機構規程第１２号） 

この繰入基準の一部改正は、平成２８年６月１３日から施行し、平成２８年度の補給金から

適用する。 

 
附  則（令和  ３年  ３月２５日  機構規程第６８号） 

この繰入基準の一部改正は、令和３年３月２５日から施行し、令和３年度の補給金から 
適用する。 

附  則（令和  ３年  ５月１２日  機構規程第１９号） 

この繰入基準の一部改正は、令和３年５月１２日から施行し、令和３年度の補給金から 

適用する。 

 

附  則（令和  ５年  ３月２７日  機構規程第５５号） 

この繰入基準の一部改正は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度の補給金から 

適用する。 
 

附 則（令和  ７年 ４月１４ 日  機構規程第６号） 

この繰入基準の一部改正は、令和７年４月１４日から施行し、令和７年度の補給金から 

適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別 表  １ （第２条関係） 
 

 

 

別 表 ２  （第３条関係） 

「東葉高速線債務を除く他の補給対象線」 
 

補 給 対 象 額 補 給 金 の 額 

機構又は公団が発行

した債券及び借り入

れた借入金 

補給対象額に係る各年度の支払利子

の見込額から予算において決定した利

率を用いて算出した補給対象額に係る

各年度の支払利子の見込額を差し引い

た額の合計額に２分の１を乗じた額 

 

 

別 表 ３  （第３条関係） 

「 東葉高速線 」 
 

補 給 対 象 額 補 給 金 の 額 

機構又は公団が発行

した債券及び借り入

れた借入金 

 

 

東葉高速線に係る利子の一部（１％

分）を支払猶予することにより新たに

調達が必要となる資金に係る利子に３ 

分の１を乗じた額について各年度の予 

算の範囲内の額 

 

 

 

線 名 

北 総 線 ２（Ａ） 

北 総 線 ２（Ｂ） 



別紙  第１号様式（第４条関係） 

 

番 号 

年 月 日 

 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

理事長 殿 

 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

副理事長 

 

 

年度譲渡線建設費等利子補給金繰入申請書 

 

 

 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構譲渡線建設費等利子補給金繰入

基準（平成１５年１０月１日機構規程第１２７号）第４条の規定に基づき、下記

のとおり譲渡線建設費等利子補給金の繰入を申請します。 

 

 

記 

 

補給金繰入申請額 金 円 



別紙第２号様式（第４条関係） 

補給金繰入申請額算出の基礎（ 年度） 

１－１．東葉高速線債務を除く線 
 

 

（注） 年度分利子額の％の額欄の上段に当該年度の予算において決定した利率を

記載すること。 

 

１－２．東葉高速線 
 

          （単位：円） 

年度分利子額 

計 

補 給 金 の 額 
          

  

(A-B) 
   

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

 

  （単位：円） 

当年度支払利子額 
（Ａ） 

計 

当該年度補給対象額(B) 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

 



（単位：円） 

 

補 給 対 象 額 

前年度までの累計額 

（C） 

当年度までの累計額 

(D)=(B+C) 

  

（単位：円） 

 

補 給 金 額 

前年度までの受入額 

（E） 

当該年度予算額 

（F） 

当年度までの受入可能額 

(G)=(E+F) 

補給金累計限度額 

(H)=(D)or(G) 

当該年度補給金額 

(I)=(H-E) 

     

（注）（Ｆ）には、当該年度の予算額から別紙第２号様式１－１で算出された補給金の 

合計額を差し引いた額を記載すること。 

また、（Ｈ）には（Ｄ）の額と（Ｇ）の額の少ない方を記載すること。 



別紙  第３号様式（第５条関係） 

 

番 号 

年 月 日 

 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

副理事長  殿 

 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

理事長 

 

 

年度譲渡線建設費等利子補給金繰入額確定通知書 

 

 

 

年 月 日付け 第 号をもって申請のあった 年度譲渡線 

建設費等利子補給金については、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

譲渡線建設費等利子補給金繰入基準（平成１５年１０月１日機構規程第１２７号）

第５条の規定に基づき、下記のとおり繰入額を確定したので通知する。 

 

 

記 

 

補給金繰入額 金 円 


